
○衆議院法務委員会における附帯決議（平成 28年 11月 16日） 

政府は、本法に基づく部落差別の解消に関する施策について、世代間の理解

の差や地域社会の実情を広く踏まえたものとなるよう留意するとともに、本法

の目的である部落差別の解消の推進による部落差別のない社会の実現に向けて、

適正かつ丁寧な運用に努めること。 

 

 

 

○参議院法務委員会における附帯決議（平成 28年 12月 8日） 

国及び地方公共団体は、本法に基づく部落差別の解消に関する施策を実施す

るに当たり、地域社会の実情を踏まえつつ、次の事項について格段の配慮をす

べきである。 

 

一 部落差別のない社会の実現に向けては、部落差別を解消する必要性に対す

る国民の理解を深めるよう努めることはもとより、過去の民間運動団体の行き

過ぎた言動等、部落差別の解消を阻害していた要因を踏まえ、これに対する対

策を講ずることも併せて、総合的に施策を実施すること。 

 

二 教育及び啓発を実施するに当たっては、当該教育及び啓発により新たな差

別を生むことがないように留意しつつ、それが真に部落差別の解消に資するも

のとなるよう、その内容、手法等に配慮すること。 

 

三 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するための部落差別の実態

に係る調査を実施するに当たっては、当該調査により新たな差別を生むことが

ないように留意しつつ、それが真に部落差別の解消に資するものとなるよう、

その内容、手法等について慎重に検討すること。 


